
平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(3,755) (3,755) (2,816)

0 0 0

＜3,755＞ ＜3,755＞ ＜2,816＞

(9,092) (9,092) (6,819)

73,007 73,007 54,755

＜82,099＞ ＜82,099＞ ＜61,574＞

(38) (38) (30)

0 0 0

＜38＞ ＜38＞ ＜30＞

(12,885) (12,885) (9,665) (0) (0)

73,007 73,007 54,755 0 0

＜85,892＞ ＜85,892＞ ＜64,420＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

4/5  1  埋蔵文化財発掘調査迅速化事業  野田村  県  県  直接

 直接 1/2

39  ◆  A  -   4  -   1  -

   埋蔵文化財発掘調査事業
 野田・玉川地

区
 村  村37   A  -   4  -   2

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

野田村野田村野田村野田村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年１１月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

18   A  -   4  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 県  直接 1/2  1    遺跡調査事業（震災復興支援）  野田村  県



平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

9,679 9,679 7,259

＜9,679＞ ＜9,679＞ ＜7,259＞

(0) (0) (0)

87,424 87,424 65,568

＜87,424＞ ＜87,424＞ ＜65,568＞

(0) (0) (0) (0) (0)

97,103 97,103 72,827 0 0

＜97,103＞ ＜97,103＞ ＜72,827＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

 直接 1/2   埋蔵文化財発掘調査事業
 野田・玉川地

区
 村  村37   A  -   4  -   2

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

野田村野田村野田村野田村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年１１月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

18   A  -   4  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 県  直接 1/2  1    遺跡調査事業（震災復興支援）  野田村  県



平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(19,000) (19,000) (14,250)

0 0 0

＜19,000＞ ＜19,000＞ ＜14,250＞

(112,343) (112,343) (84,257)

0 0 0

＜112,343＞ ＜112,343＞ ＜84,257＞

(275,000) (275,000) (206,250)

0 0 0

＜275,000＞ ＜275,000＞ ＜206,250＞

(40,000) (40,000) (30,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜30,000＞

(3,800) (3,800) (3,800)

0 0 0

＜3,800＞ ＜3,800＞ ＜3,800＞

(23,600) (23,600) (18,290)

0 0 0

＜23,600＞ ＜23,600＞ ＜18,290＞

(64,318) (64,318) (51,454)

56,244 56,244 44,995

＜120,562＞ ＜120,562＞ ＜96,449＞

(6,594) (6,594) (4,945)

0 0 0

＜6,594＞ ＜6,594＞ ＜4,945＞

(0) (0) (0)

3,000 3,000 2,400

＜3,000＞ ＜3,000＞ ＜2,400＞

(0) (0) (0)

1,586 1,586 1,189

＜1,586＞ ＜1,586＞ ＜1,189＞

(544,655) (544,655) (413,246) (0) (0)

60,830 60,830 48,584 0 0

＜605,485＞ ＜605,485＞ ＜461,830＞ ＜0＞ ＜0＞

合計額

 

 村  直接 4/5  1  漁業集落排水汚水運搬事業  下安家地区  村

 直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業（直接補助分）  中沢地区  村  村  4

  1  -51  ◆  C  -   5  -

 F  -   1  -

53   C  -   5  -

 漁業集落防災機能強化事業  中沢地区  県  村  間接 1/2

4/5

38   C  -   5  -   2   

  1  漁業集落復興効果促進事業  野田村  村  村  直接35  ☆

31   C  -   1

 
 農用地災害復旧関連区画整理事業（農地整備事
業）

 （野田村）
宇部川地区

 県

 県  村  間接16   C

  1  -

 

 県  直接

34   C  -   1  -   2

  1   
 農用地災害復旧関連区画整理事業（復興整備実
施計画）

 （野田村）
宇部川地区

 県

17   C  -   6  -   2    漁港施設機能強化事業  玉川地区  県  村

 -

 直接 5/9

 間接 1/2

1

 県

 -   5  -   1  

 

 村  直接 1/2  水産業共同利用施設復興整備事業  玉川地区  村

 間接 1/2  被災地域農業復興総合支援事業
 野田・玉川地

区
 県  村

1/2  漁業集落防災機能強化事業  下安家地区

15   C  -   4  -   1

  1  1   C  -   7  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

野田村野田村野田村野田村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年１１月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

都道県名 担当部局名



平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

68,400 68,400 53,010

＜68,400＞ ＜68,400＞ ＜53,010＞

(0) (0) (0)

247,863 247,863 185,897

＜247,863＞ ＜247,863＞ ＜185,897＞

(0) (0) (0)

31,771 31,771 23,828

＜31,771＞ ＜31,771＞ ＜23,828＞

(0) (0) (0) (0) (0)

348,034 348,034 262,735 0 0

＜348,034＞ ＜348,034＞ ＜262,735＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

 村  村  直接53   C  -   5  -   4  

 

 県  直接 5/9 
 農用地災害復旧関連区画整理事業（農地整備事
業）

 （野田村）
宇部川地区

 県

 直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業（直接補助分）  下安家地区  村  村

1/2  漁業集落防災機能強化事業（直接補助分）  中沢地区

52   C  -   5  -   3

  2  34   C  -   1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

野田村野田村野田村野田村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年１１月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

294,800 294,800 228,470

＜294,800＞ ＜294,800＞ ＜228,470＞

(0) (0) (0) (0) (0)

294,800 294,800 228,470 0 0

＜294,800＞ ＜294,800＞ ＜228,470＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

野田村野田村野田村野田村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年１１月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

  2  34   C  -   1  -  県  直接 5/9 
 農用地災害復旧関連区画整理事業（農地整備事
業）

 （野田村）
宇部川地区

 県

合計額

都道県名 担当部局名

市町村名 電話番号



平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(20,000) (20,000) (16,500)

16,977 16,977 14,006

＜36,977＞ ＜36,977＞ ＜30,506＞

(6,000) (6,000) (4,950)

4,216 4,216 3,478

＜10,216＞ ＜10,216＞ ＜8,428＞

(9,900) (9,900) (8,167)

0 0 0

＜9,900＞ ＜9,900＞ ＜8,167＞

(14,100) (14,100) (11,632)

267 267 220

＜14,367＞ ＜14,367＞ ＜11,852＞

(30,000) (30,000) (24,750)

6,857 6,857 5,657

＜36,857＞ ＜36,857＞ ＜30,407＞

(88,000) (88,000) (66,000)

147,086 147,086 110,314

＜235,086＞ ＜235,086＞ ＜176,314＞

(380,000) (380,000) (285,000)

0 0 0

＜380,000＞ ＜380,000＞ ＜285,000＞

(30,000) (30,000) (22,500)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜22,500＞

(30,000) (30,000) (22,500)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜22,500＞

(239,721) (239,721) (209,755)

0 0 0

＜239,721＞ ＜239,721＞ ＜209,755＞

(50,600) (50,600) (37,950)

0 0 0

＜50,600＞ ＜50,600＞ ＜37,950＞

 村  村  直接12   D  -  23  -   2  

 

 村  直接 1/2  都市公園事業  米田地区  村

 直接 3/4  防災集団移転促進事業
 米田・南浜地

区
 村  村

1/2  防災集団移転促進事業
 米田・南浜地

区

  1

  3  10   D  -  22  -

 D  -  22  -

11   D  -  23  -

 都市公園事業  城内地区  村  村  直接 1/2

1/2

9   D  -  22  -   2   

  都市公園事業  城内地区  村  村  直接8  

6   D  -   1

  都市再生事業計画案作成事業  城内地区  村

 村  村  直接4   D

  1  

 

 村  直接

7   D  -  17  -   1

  5    道路事業  南浜地区  村

5   D  -   1  -   4    道路事業  泉沢地区  村  村

 -

 直接 1/2

 直接 2/3

2/3

 村

 -   1  -   3  

 

 村  直接 2/3  道路事業
 城内・米田・南

浜地区
 村

 直接 2/3  道路事業  城内地区  村  村

2/3  道路事業  城内地区

3   D  -   1  -   2

  1  2   D  -   1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

野田村野田村野田村野田村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年１１月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(837,488) (837,488) (732,802)

0 0 0

＜837,488＞ ＜837,488＞ ＜732,802＞

(74,000) (74,000) (55,500)

0 0 0

＜74,000＞ ＜74,000＞ ＜55,500＞

(30,000) (30,000) (24,750)

50,000 50,000 41,250

＜80,000＞ ＜80,000＞ ＜66,000＞

(30,000) (30,000) (24,000)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,000＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(690,000) (690,000) (603,750)

0 0 0

＜690,000＞ ＜690,000＞ ＜603,750＞

(6,000) (6,000) (4,800)

0 0 0

＜6,000＞ ＜6,000＞ ＜4,800＞

(1,000) (1,000) (800)

0 0 0

＜1,000＞ ＜1,000＞ ＜800＞

(25,000) (25,000) (21,875)

0 0 0

＜25,000＞ ＜25,000＞ ＜21,875＞

(3,015) (3,015) (2,638)

0 0 0

＜3,015＞ ＜3,015＞ ＜2,638＞

(540) (540) (405)

0 0 0

＜540＞ ＜540＞ ＜405＞

(38,640) (38,640) (30,912)

0 0 0

＜38,640＞ ＜38,640＞ ＜30,912＞

 D  -   4  - 4/5  3  災害公営住宅整備推進事業
 城内・米田・南

浜地区
 村  村  直接28  ◆

26   D  -   5

  東日本大震災特別家賃低減事業  野田村  県

 県  県  直接24  ◆  D

  1  -

 

 県  直接

27   D  -   6  -   1

  1    災害復興公営住宅家賃低廉化事業  野田村  県

25   D  -   4  -   2    災害復興型地域優良賃貸住宅供給促進事業  野田村  県  県

 -

 直接 1/2

 直接 3/4

3/4

 県

 -   4  -   1  -

 -

 県  直接 3/4  災害復興公営住宅等整備事業
 （野田村）
野田地区

 県

 直接 4/5  1  災害復興公営住宅駐車場整備事業
 （野田村）
野田地区

 県  県

4/5  2  県営住宅システム改修事業  野田村

  1

  1  22   D  -   4  -

 D  -   1  -

23  ◆  D  -   4  -

 まちづくり連携道路整備事業
 （野田村）

(一)野田港線
野田

 県  県  直接 2/3

4/5

21   D  -   1  -   7   

  1  まちづくり連携道路調査事業（道路）  野田村  県  県  直接20  ◆

14   D  -  23

  まちづくり連携道路整備事業
 （野田村）

(一)安家玉川
線　下安家

 県

  6  -

 

 村  直接

19   D  -   1  -   6

  4    防災集団移転促進事業  城内地区  村

13   D  -  23  -   3    防災集団移転促進事業  城内地区  村  村

 -

 直接 2/3

 直接 3/4

1/2

 県



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(84,527) (84,527) (63,395)

0 0 0

＜84,527＞ ＜84,527＞ ＜63,395＞

(5,555) (5,555) (4,444)

0 0 0

＜5,555＞ ＜5,555＞ ＜4,444＞

(30,000) (30,000) (24,750)

70,000 70,000 57,750

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜82,500＞

(39,300) (39,300) (29,475)

40,080 40,080 30,060

＜79,380＞ ＜79,380＞ ＜59,535＞

(466,935) (466,935) (373,548)

203,017 203,017 162,413

＜669,952＞ ＜669,952＞ ＜535,961＞

(0) (0) (0)

12,008 12,008 9,906

＜12,008＞ ＜12,008＞ ＜9,906＞

(0) (0) (0)

5,000 5,000 4,125

＜5,000＞ ＜5,000＞ ＜4,125＞

(0) (0) (0)

58,342 58,342 48,132

＜58,342＞ ＜58,342＞ ＜48,132＞

(0) (0) (0)

812,397 812,397 710,847

＜812,397＞ ＜812,397＞ ＜710,847＞

(0) (0) (0)

114,000 114,000 99,750

＜114,000＞ ＜114,000＞ ＜99,750＞

(0) (0) (0)

14,620 14,620 10,965

＜14,620＞ ＜14,620＞ ＜10,965＞

(3,290,321) (3,290,321) (2,732,298) (0) (0)

1,554,867 1,554,867 1,308,873 0 0

＜4,845,188＞ ＜4,845,188＞ ＜4,041,171＞ ＜0＞ ＜0＞

合計額

 

 村  直接 3/4  防災集団移転促進事業
 城内・米田・南

浜地区
 村

 直接 1/2  下水道事業
 城内・米田・南

浜地区
 村  村  1

  5  48   D  -  23  -

 D  -    1  -

50   D  -  21  -

 災害公営住宅整備事業
 野田・玉川地

区
 村  村  直接 3/4

2/3

43   D  -   4  -   3   

  道路事業  城内地区  村  村  直接42  

40   D  -    1

  道路事業  南浜地区  村

 村  村  直接33   D

 11  

 

 村  直接

41   D  -    1  -  10

  9    道路事業  北区地区  村

36  ★  F  -   2  -   1  -   1  市街地復興効果促進事業  野田村  村  村

 -

 直接 2/3

 直接 4/5

2/3

 村

 -  13  -   1  

 

 村  直接 4/5  1  復興基盤統合ＧＩＳ整備事業
 野田・玉川地

区
 村

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （野田村）

（主）野田山形
線　野田

 県  県

1/2  がけ地近接等危険住宅移転事業
 城内・泉沢・米
田・南浜・玉川

地区

  8

  1  -30  ◆  D  -  20  -

32   D  -   1  -

 被災地における復興まちづくり総合支援事業（復
興まちづくり計画策定支援）

 野田・玉川地
区

 村  村  直接 1/229   D  -  20  -   1   



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

都道県名 担当部局名



平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

376,000 376,000 310,200

＜376,000＞ ＜376,000＞ ＜310,200＞

(0) (0) (0)

57,377 57,377 47,336

＜57,377＞ ＜57,377＞ ＜47,336＞

(0) (0) (0)

33,719 33,719 27,818

＜33,719＞ ＜33,719＞ ＜27,818＞

(0) (0) (0)

47,855 47,855 39,480

＜47,855＞ ＜47,855＞ ＜39,480＞

(0) (0) (0)

226,038 226,038 186,481

＜226,038＞ ＜226,038＞ ＜186,481＞

(218,390) (218,390) (191,091)

0 0 0

＜218,390＞ ＜218,390＞ ＜191,091＞

(626,483) (626,483) (548,172)

0 0 0

＜626,483＞ ＜626,483＞ ＜548,172＞

(0) (0) (0)

300,000 300,000 247,500

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜247,500＞

(0) (0) (0)

9,584 9,584 7,667

＜9,584＞ ＜9,584＞ ＜7,667＞

(0) (0) (0)

360,000 360,000 297,000

＜360,000＞ ＜360,000＞ ＜297,000＞

(0) (0) (0)

49,784 49,784 41,071

＜49,784＞ ＜49,784＞ ＜41,071＞

 村  村  直接40   D  -   1  -    9  

 

 村  直接 4/5  1  復興基盤統合ＧＩＳ整備事業
 野田・玉川地

区
 村

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （野田村）

（主）野田山形
線　野田

 県  県

2/3  道路事業  北区地区

   8

   1  -30  ◆  D  -  20  -

 D  -  23  -

32   D  -   1  -

 まちづくり連携道路整備事業
 （野田村）

(一)安家玉川
線　下安家

 県  県  直接 2/3

3/4

19   D  -    1  -   6   

  防災集団移転促進事業  城内地区  村  村  直接13  

6   D  -   1

  防災集団移転促進事業
 米田・南浜地

区
 村

 村  村  直接4   D

  3  

 

 村  直接

11   D  -  23  -   1

  5    道路事業  南浜地区  村

5   D  -   1  -   4    道路事業  泉沢地区  村  村

 -

 直接 3/4

 直接 2/3

2/3

 村

 -    1  -   3  

 

 村  直接 2/3  道路事業
 城内・米田・南

浜地区
 村

 直接 2/3  道路事業  城内地区  村  村

2/3  道路事業  城内地区

3   D  -    1  -   2

  1  2   D  -    1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

野田村野田村野田村野田村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年１１月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0) (0)

3,000 3,000 2,475

＜3,000＞ ＜3,000＞ ＜2,475＞

(0) (0) (0)

52,948 52,948 43,682

＜52,948＞ ＜52,948＞ ＜43,682＞

(0) (0) (0)

845,773 845,773 740,051

＜845,773＞ ＜845,773＞ ＜740,051＞

(0) (0) (0)

22,140 22,140 19,372

＜22,140＞ ＜22,140＞ ＜19,372＞

(0) (0) (0)

2,664 2,664 1,998

＜2,664＞ ＜2,664＞ ＜1,998＞

(0) (0) (0)

266,000 266,000 199,500

＜266,000＞ ＜266,000＞ ＜199,500＞

(0) (0) (0)

60,150 60,150 48,120

＜60,150＞ ＜60,150＞ ＜48,120＞

(0) (0) (0)

48,570 48,570 38,856

＜48,570＞ ＜48,570＞ ＜38,856＞

(0) (0) (0)

88,272 88,272 66,204

＜88,272＞ ＜88,272＞ ＜66,204＞

(844,873) (844,873) (739,263) (0) (0)

2,849,874 2,849,874 2,364,811 0 0

＜3,694,747＞ ＜3,694,747＞ ＜3,104,074＞ ＜0＞ ＜0＞

合計額

 村  村  直接49  ◆  D

50   D  -  21  -   1    下水道事業
 城内・米田・南

浜地区
 村  村  直接 1/2

 -  23  -   5  -

 -

 村  直接 1/2  被災市街地復興土地区画整理事業  城内地区  村

 直接 4/5  1  市街地整備上下水道事業  城内地区  村  村

4/5  1  団地高台簡易水道整備事業
 城内・米田・南

浜地区

  2

  2  46   D  -  17  -

 D  -    5  -

47  ◆  D  -  17  -

 東日本大震災特別家賃低減事業
 野田・玉川地

区
 村  村  直接 1/2

3/4

45   D  -    6  -   2   

  災害公営住宅家賃低廉化事業
 野田・玉川地

区
 村  村  直接44  

42   D  -   1

  災害公営住宅整備事業
 野田・玉川地

区
 村

  2  

 

 村  直接

43   D  -   4  -   3

 11    道路事業  城内地区  村

41   D  -   1  -  10    道路事業  南浜地区  村  村

 -

 直接 3/4

 直接 2/3

2/3

 村



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

都道県名 担当部局名



平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

49,949 49,949 41,207

＜49,949＞ ＜49,949＞ ＜41,207＞

(0) (0) (0)

19,436 19,436 16,034

＜19,436＞ ＜19,436＞ ＜16,034＞

(0) (0) (0)

14,974 14,974 12,353

＜14,974＞ ＜14,974＞ ＜12,353＞

(0) (0) (0)

19,806 19,806 16,339

＜19,806＞ ＜19,806＞ ＜16,339＞

(0) (0) (0)

42,208 42,208 34,821

＜42,208＞ ＜42,208＞ ＜34,821＞

(0) (0) (0)

510,000 510,000 420,750

＜510,000＞ ＜510,000＞ ＜420,750＞

(0) (0) (0)

720,000 720,000 594,000

＜720,000＞ ＜720,000＞ ＜594,000＞

(0) (0) (0)

606,341 606,341 530,548

＜606,341＞ ＜606,341＞ ＜530,548＞

(0) (0) (0)

488,000 488,000 366,000

＜488,000＞ ＜488,000＞ ＜366,000＞

(0) (0) (0) (0) (0)

2,470,714 2,470,714 2,032,052 0 0

＜2,470,714＞ ＜2,470,714＞ ＜2,032,052＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

野田村野田村野田村野田村 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年１１月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

3   D  -    1  -   2

  1  2   D  -    1  -

 -    1  -   3  

 

 村  直接 2/3  道路事業
 城内・米田・南

浜地区
 村

 直接 2/3  道路事業  城内地区  村  村

2/3  道路事業  城内地区

 道路事業  泉沢地区  村  村

 -

 直接 2/3

 直接 2/3

2/3

 県

5   D  -   1  -   4   

 村  村  直接4   D

   8  

 

 村  直接

19   D  -   1  -   6

  5    道路事業  南浜地区  村6   D  -   1

  まちづくり連携道路整備事業
 （野田村）

(一)安家玉川
線　下安家

 県

 災害公営住宅整備事業
 野田・玉川地

区
 村  村  直接 3/4

2/3

43   D  -   4  -    3   

  まちづくり連携道路整備事業
 （野田村）

（主）野田山形
線　野田

 県  県  直接32   D  -   1  -

   2  46   D  -  17  -  村  直接 1/2  被災市街地復興土地区画整理事業  城内地区  村

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名



（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。


